
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 2年 度  事 業 報 告 書

令和2年4月 1日 から 令和3年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 放課後NPOアフタースクール

1 事業の成果

(目 標 )

「アフタースクール、全国で」

〇小学校におけるアフタースクール運営
・地域 と連携 したアフタースクールの展開
。周辺エ リアヘの好影響を与えられるようプログラムや研修を企画

○企業・行政と連携 した子育てプロジェク ト等の推進

・企業 と連携 した子育て支援プロジェク トの推進

・行政の子育て課題の解決、教育 目標達成の支援
・全国の放課後団体の活性化支援

(成果 )

O小学校におけるアフタースクール運営
。アフタースクールの継続的な開校 (現在21校立ち上げ)

・のべ約12万 4千人以上の子 どもたちがアフタースクールに参加

・地域 と連携 したプログラムなどを開催

o企業・行政 と連携 した子育てプロジェク ト等の推進
。年間約30社の企業と連携 した子 ども向け活動プロジェク トやCSR支 援事業を展開
。のべ7,000人 以上の子 どもたちが参加

・行政 と連携 した重度障害児 日中一時支援事業を実施

・全国400ヶ 所の学童保育や放課後施設をオンラインもしくは訪間にてプログラムを提供

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用513,415千 円)

定款に記載

された

事業名

事 業 内 容
実 施

予 定

日 時

実 施 予 定

場 所

従事者

の予定

人数

受益対象者

の範囲及び

予 定 人 数

支出額

(千 円)

子どもの健全育

成を図る活動 :

アフタ‐―スクー

ル運営

全国のモデルとなるアフタ
ースクール運営
地域の放課後活動の支援

通年 東京都・神奈川県・

千葉県埼玉県の小学

校、幼稚園

約260人 小学生 。中学生

約124,000人

(のべ
)

383,521

子どもの健全育

成を図る活動 :

企業・行政等 と

連携 した子育て

プロジェク ト等

企業等 と連携 し、子 ども向

けのイベ ン トやプログラム

を展開

通年 日本全国の放課後

施設等

約30人 小学生 。中学生

約7,000人

(のべ
)

129,894

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施

所

実

場
従事者
の人数

支出額

(千円)

該当なし



2

令和2年度  活動計算書

令和2年4月 1日 から令和3年3月 31日 まで

特定非営利活動法人

放課後NPOア フタースクール

1 受取寄附金
受取寄附金

2 受取助成金等
受取助成金

3 事業収益
放課後プログラム提供事業収益

4 その他収益
受取利息

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費

(1)人件費
給料手当
雑給
法定福利費
人件費計

(2)その他経費
福利厚生費
旅費交通費
業務委託費
謝金支払
事務所家賃
その他家賃
接待交際費
会議費
印刷製本費
会費
教育費
広告宣伝費
採用教育費
手数料
書籍代
什器備品代
リース料
システム利用料
消耗品費
通信運搬費
保険料
減価償却費
雑費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
給料手当
法定福利費
人件費計

(2)その他経費
福利厚生費

513,415,660

業務委託費
謝金支払
事務所家賃
その他家賃
接待交際費

2,087,299
34,202,758
4,213,540
9,458,113
1,568,900

1,728
-11,131

科
ロ
ロ 金 額

59.989.615

142.040.062

577.959.193

2.583

59,989,615

142,040,062

577,959,193

2,583

340,657,498
1,874,501

40,451,649
382.983.648

1,989,561
20,275,464
9,894,118

41,817,191
921,271

1,970,440
20,615
45,910

1,363,009
84,500

428,240
1,114,791
3,614,465

404,605
622,890
163,238

6,686,911
1,373,814

28,075,748
7,358,857
1,962,830

0

243,544
130.432.012

49,627,010
5.892.999

55,520,009

会議費

単位 :円



印刷製本費
会費
教育費
広告宣伝費
採用教育費
手数料
書籍代

250,138
155,515

4,958,690
14,375,059
15,927,910
6,017,000

343,700
32,971,502
3,078,064
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１

１
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２什器備品代
リース料
システム利用料
消耗品費
通信運搬費
保険料
租税公課
減価償却費
雑費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

補助金収入
雑収入

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

固定資産除却損
雑損失

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

133_820.506

__二 堅笙ユ塾壼型里

8,248,743
22_370

2,866,755
0

8,271,113

82,639,636
134,100

82,505,536
230.865.300
RlR R70 RRA



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和2年度 貸借対照表

令和3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人

放課後NPOア フタースクール

(単位 :円 )

科
ロ
ロ 金 □

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

前払費用

未収金

仮払金

還付法人税等

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有 形固定資産

建物附属設備

工具器具備品

有形固定資産計

(2)無 形固定資産

ソフ トウエア

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

差入保証金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

前受金

未払消費税等

未払法人税等

預 り金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

357,329,221

1,749,562

26,740,361

150,000

395

385,969,539

20,074,874

92,673,577

230,865,300

82.505,536

413

92,673,

8,394,037

324,296

8,718,333

5,861,501

5,861,501

5,495,040

25,592,

56,963,

8,847,

134,1

225

313,370,836

406,044,413



令和 2年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人

放課後NPOア フタースクール

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よつていま

す。

(1)固 定資産の減価償却の方法
(有形固定資産)

建物附属設備
定額法によっております。

工具器具備品
定率法によっております。

(無形固定資産)

ソフトウエア
社内における利用可能期間 (5年)に基づく定額法によっております。

(2)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.固 定資産の増減内訳

|:Flこ t:ヨ 減 少

0

2,519,339
2,630,951
5,150,290

11,996,770

9,068,950
559,130

9,628,080

5,015,040
480,000

5_49■ _04n

674,913
234,834
909,747

6,135,269

0

0
0

8,394,037
324,296

8,718,333

5,015,040
480,000

5.495.040

0

9,068,950
0

9,068,950

9_06R_9■ 0 5_150_ 27_119. 7_045_016 20.074.874

建物附属設備
工具器具備品
小計

エ アソフ ト

敷金
計′―

「

3 役員及
役員及

びその近親者との取引の内容
びその近親者との取引は以下の通りです。

計昇吾類 に計

上 された金額

内 役 員 及 び 近
期 書 ル

^詢
ヨ|

科 目

1_R74_501 1_769_062
1_R74_501 1_769_0

帖 勁 計 算 吾 ,

雑給
活動計算書計



書式第 17号 (法第28条関係)

令和2年度 財産目録

令和3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人

放課後NPOア フタースクール

(単位 :円 )

科 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

手持現金

みずほ銀行普通預金

楽天銀行普通預金

前払費用

前払家賃

保険料

未収金

放課後プログラム提供事業未収金

仮払金

従業員仮払金

還付法人税等

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

建物附属設備

事務所内装工事

工具器具備品

事務所什器

有形固定資産 計

(1)無形固定資産

ソフトウエア

STEM教材アプリ開発

学童保育システム

無形固定資産 計

(2)投資その他の資産

差入保証金

本社事務所 保証金

関西事務所 敷金

投資その他の資産 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

放課後プログラム提供事業未払金

前受金

放課後プログラム提供事業前受金

未払消費税等

未払法人税等

預り金

源泉所得税・住民税・社会保険

従業員預り金 。その他

流 動 負 債 合 計

負

正

債  合  計

味  財  産

119,036

355,829,171

1,381,014

772,946

976,616

26,740,361

150,000

395

385,969,539

20,074,874

92,673,577

4

673,

8,394,037

324,296

8,718,333

198,000

5,663,501

5,861,501

5,015,040

480,000

5,495,040

25,592,952

56,963,000

8,847,300

134,100

794,400

341,825

313,370,836



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和2年度 年間役員名簿

令和2年4月 1日 から令和3年3月 31日 まで

特定非営利活動法人放課後NPOア フタースクール

1 確認事項 (法第 20条及び第21 を確認の上、 チェックを入れてく L′ 。ヽ)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
フリガナ

氏   名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた

期  間

理事 ウスイ クニヤス

臼井 国泰

令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 オリハタ ケン

織畑 研

令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 ミタニ コウジ

三谷 宏治

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 シライシ トモヤ

白石 智哉

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 ハットリ チカコ

服部 千賀子

令和2年 4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 ヤマグチ ユキ

山口 友紀

令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 フジタ アヤコ

藤田 絢子

令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 オシヅカ タケ

ロ

押塚 岳大

令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

理事 マサムラ エリ

正村 絵理

令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日

監事 アサガイ ヨシユキ

朝貝 義幸

令和2年4月 1日 ～

令和3年 3月 31日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
令和3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人放課後NPOア フタースクール

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 臼井 国泰

2 徴畑 研

3 朝貝 義幸

4 押塚 岳大

5 栗林 真由美

6 に藤 香里

７
‥ 山口 友紀

６
０ 藤田 絢子

9 渡部 岳

10 後藤 愛

11 疋田 からん

12 出羽 ]略子

13 鈴木 香織

14 正村 絵里

15 水本 理恵

16 杉山 博康


